
福島空港教育旅行利用促進支援事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、教育旅行による福島空港の利用促進を図るとともに、青少年の就航先等への

理解を深め、もって将来の交流促進に資するため、福島空港に就航する航空機を利用して

教育旅行又はその事前視察旅行を実施する別表１に定める中学校、高等学校等（以下「学

校等」という。）に対し、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則

第１０７号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内

で補助金を交付する。 

 

 （補助の対象及び補助額） 

第２条 補助金は、学校等が福島空港に就航する国内定期路線（臨時便を含む）、国際定期 

路線（臨時便を含む）、国内チャーター便及び海外チャーター便を利用して教育旅行又は

その事前視察旅行を実施する場合に、次の各号に定める支援区分により交付するものと

し、別表２により算定した額の範囲内において知事が定める額とする。 

（１） 学校等と最寄り空港（福島県及び福島県隣県の学校にあっては福島空港）間の車両

移動費用に対する支援 

（２） 海外教育旅行の実施に対する支援 

（３） 国内教育旅行の実施に対する支援 

（４） 福島県を目的地とする教育旅行の事前視察旅行の実施に対する支援 

２ 第１項により催行中の旅行において、悪天候または空港に起因する事由により、予定さ

れた空港とは別の空港での離発着又は代替着陸（ダイバート）となった場合は、当初予定

されていた空港での離発着があったものとみなす。また、その他やむを得ない事由による

欠航等により福島空港を利用できなかった場合については、事由発生の都度、県と協議の

上、補助対象としての適否を判断することとする。 

 

 （申請書の様式等） 

第３条 規則第４条第 1 項の申請書は、第 1 号様式によるものとし、その提出期限は、当

該事業を実施する同一年度内の前月１５日までとする。ただし、４月に当該事業を実施す

る場合は当月初日とする。 

２ 規則第４条第２項第２号に規定する別に定める書類は、次のとおりとする。 

（１） 行程表 

（２） 見積書 

（３） 業務委託契約書の写し又は旅行申込書の写し（第２条第２項の場合に限る。） 

（４） その他必要となる資料 

３ 申請者は、第１条の補助金の申請をするに当たり、当該補助金に係る消費税および地方

消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のう

ち、所得税法及び消費税法の一部を改正する法律（平成６年法律第１０９号）及び地方税

法の一部を改正する法律（平成６年法律第１１１号）の規定により仕入れに係る消費税額

及び地方消費税として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び



地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

４ 補助金交付の決定の通知を受けた学校等は、規則第１３条の規定に基づき実績報告を

行うに当たり、補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかな場合には、当

該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

５ 申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、１部とする。 

 

（補助金の交付条件） 

第３条の２ 規則第６条第１項第１号の別に定める軽微な変更は、補助額の増額を伴わな 

い補助対象経費の２割以内の変更及び人数の変更とする。 

 

 （変更の承認） 

第４条 規則第６条第１項の規定に基づき知事の承認を受けようとする場合は、福島空港

教育旅行利用促進支援事業変更（中止・廃止）承認申請書（第２号様式）を知事に提出し

なければならない。 

 

 （申請を取り下げることができる期日） 

第５条 規則第８条に規定する別に定める期日は、交付の決定を受理した日から起算して

１０日を経過した日とする。 

 

 （実績報告） 

第６条 規則第１３条の規定による実績報告については、福島空港教育旅行利用促進支援

事業実績報告書（第３号様式）により、事業完了の日から起算して３０日を経過した日、

又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに行

わなければならない。 

 

 （補助金の交付の請求） 

第７条 補助金交付の決定の通知を受けた学校等は、実績報告後、福島空港教育旅行利用促

進支援事業補助金交付請求書（第４号様式）を速やかに提出しなければならない。 

２ 県は、前項の請求書を受け取った日から起算して３０日以内に支払うものとする。 

 

 （会計帳簿等の整備等） 

第８条 補助金の交付を受けた学校等は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の

書類を整備し、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して 5 年間保

存しておかなければならない。 

 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第９条 補助金の交付を受けた学校等は、補助事業完了後に申告により、補助金に係る消  

 費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、福島空港教育旅行利用促 

 進支援事業補助金に係る消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書（第５号様式） 

 を速やかに知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税 



 額の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成２１年２月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成２６年８月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成２９年１０月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成３０年６月１５日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、平成３１年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則  

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、令和４年２月１日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 



   附 則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

別表１ 

 

対象学校等 

 

中学校、高等学校、支援学校、視覚支援学校、聴覚支援学校、専修学校その

他知事が特に認めるもの 

 

別表２ 

区 分 要件及び補助額 

１ 学校等と最寄り空港（福島県及

び福島県隣県の学校にあっては 

福島空港）間の車両移動費用に対

する支援（第２条第１項第１号） 

 学校等から最寄り空港（福島県及び福島県隣県の学校

にあっては福島空港）間の貸切バスの借上げ及びタクシ

ー（少人数規模で催行する場合であって、空港乗合タク

シー又はジャンボタクシーに類するものに限る）に要す

る費用全額（消費税額を除く）とする。 

 ただし、第２条第２項の代替着陸（ダイバート）又は

欠航で福島空港を利用できなかった場合の費用は、当該

事業補助金交付申請時の費用又は実際にかかった費用の

いずれか低い方の額とする。 

 

２ 海外教育旅行の実施に対する支     

 援（第２条第２号） 

 補助額は、生徒１人につき 25,000 円とし、１校当た

りの上限額を 500,000円とする。 

ただし、福島空港片道利用の場合は半額とする。 

 

３ 国内教育旅行の実施に対する支     

 援（第２条第３号） 

 補助額は、次のとおりとする。 

ア 福島空港定期便利用の場合 

生徒１人につき 10,000円とし、１校当たりの上限額

を 200,000円とする。 

ただし、福島空港片道利用の場合は半額とする。 

イ 福島空港乗継便又はチャーター便利用の場合 

生徒１人につき 20,000円とし、１校当たりの上限額

を 400,000円とする。 

ただし、福島空港片道利用の場合は半額とする。 

 

４ 福島県を目的地とする教育旅行

の事前視察旅行の実施に対する支援 

（第２条第４号） 

 補助額は、１人あたり 100,000 円を上限とし、１校

あたり２人までとする。 

ただし、福島空港片道利用の場合は半額とする。 

 

 


